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む報告事項

本国先ほど、『築地市場営業権組合』発起人14人による総会を開催いたしました。

総会では、全会一致で規約を承認し、規約に基づき役員を選出しました。

2018年 6月 21日、任意団体『築地市場営業権組合』が正式に発足したことをご報告します。

役員

共同代表 宮原洋志

村木知義

山ロタイ

監事   和知 幹夫

組合設立の趣旨

規約、第 1条に「本組合は、築地市場内の各事業者に営業権が存在することを確認し、卸売市

場の移転等が計画される際に、組合員が正当な権利者として交渉権 。発言権を行使できるよう最

大限の努力をし、ひいては築地市場事業者の社会的地位の向上を目的とするJと ある通り、営業

権の確認と、築地市場の移転問題について交渉権・発言権の行使を明記しています。つまり、現在
これらの権利がないがしろにされているということですもそして権利行使のためには組合を設立す

る必要があると判断したということです。

小池都知事宛・公開質問状

先ほど、東京都に公開質問状を提出して参りました。

今後について

・熊本一規先生の学習会を繰り返し開催 し、組合員を増やしてゆきます。

・築地市場の移転について、東京都と交渉してゆきます。

以上



築地市場営業権組含・ 規約

名称

第 1条 本組合は、築地市場営業権組合という。

目的

第 2条 本組合は、築地市場内の各事業者に営業権が存在することを確認し、卸売市場の移転等

が計画される際に、組合員が営業権に基づく正当な権利者として交渉権・発言権を行使できるよ

う最大限の努力をし、ひいては築地市場事業者の社会的地位の向上を目的とする。

所在地

第 3条 本組合は事務所を東京都中央区築地2-14-14に おく。

資格

第4条 本組合の組合員たる資格を有する者は、築地市場内に営業する事業所を持つ者とする。

役員

第 5条 本組合は役員として理事若干名、監事―名を置く。

2役員は、総会で選挙によって選出する。

3本組合は、共同代表を置き、共同代表の定数は2人以上4人以下で理事会の互選とする。

4共同代表は本組合を代表し、理事会の決定に従って事務を処理する。

5本組合は理事会の認める範囲において、組合員以外から役員、参与、顧問等を選出し組合運営

を補佐させることができる。

6理事は、共同代表に事故ある時は、あらかじめ定めた順位に従い代理し、共同代表が欠員の時

はその事務を代行する。

7役員の任期は二年とし、前任者の任期満了の日の翌日から起算する。

8役員の退任に伴う補充選挙により役員となった者の任期は、退任した役員の残任期間とする。

理事会

第6条 本組合の運営につき、次に掲げる事項は理事会でこれを決定する。

(1)総会の招集

(2)役員の選出に関する事項

(3)その他理事会において必要と認めた事項

2理事会は共同代表が招集し、共同代表は議長を務める。

3理事会の議事は、理事の過半数の出席で成立し、出席した理事の過半数でこれを決し、可否同

数の場合は議長が決する。

4組合員以外から選ばれた役員、参与、顧問等は、理事会に意見することを妨げないが、議決権

を持たない。

総会

第7条 理事会は、毎年一回、6月 に通常総会を招集するものとする。

2理事会は、次の場合に臨時総会を招集する。



(1)理事会が必要と認めた時

(2)組合員がその5分の 1以上の同意を得て、会議の目的とする事項及び招集の理由を記載した書
面を理事会に提出して招集を請求したとき。

3前項2号の場合は、理事会は請求のあった日から20日以内に臨時総会を招集しなければならな
い。

4総会招集の通知は、その会日の一週間前までに、その会議の目的たる事項を示してこれを行う
ものとする。

5総会で1よ、あらかじめ通知した事項に限って議決するものとする。

6総会の議事は、出席した組合員の議決権の過半数でこれを決し、可否同数の場合は議長が決す

る。

7議長は、総会において出席した組合員の中から、組合員がその都度選任する。

改正

第8条 本規約は、第 7条 6項の総会決議をもって改正することができる。

施行

第9条 本規約は、2018年6月 21日から施行する。
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東卸の総代会決議と組合員の権利 熊本一規
1.協同組合とは

・協同組合には農業協同組合、漁業協同組合、生活協同組合、事業協同組合等があり、

農業協同組合法、水産業協同組合法、生活協同組合法、中小企業等協同組合法等に

よつて規律される。

・東京魚市場卸協同組合 (東卸)は、中小企業等協同組合法に基づく協同組合。
・「協同組合」とは、個人あるいは事業者などが、相互扶助の精神に基づき、協同して

その事業活動の発達ないし経済的社会的地位の向上を図るために組織する団体。
・協同組合原則 (設立自由、合併自由、加入脱退の自由、組合員平等など)を持つ。
・協同組合は社団法人であり、その社員 (法人の構成員)は組合員。
・法人の持つ財産・権利は団体それ自体のもので組合員 (社員)が持つことはない。

逆に、組合員 (社員)の持つ権利を組合が持つこともない。

・協同組合は「組合員に奉仕すること」を目的とする団体。

.協同組合 (法人)の意思決定機関

・法人は自然人と違つて存在 しないから、その意思は社員が集まって多数決で決める。
・議事の重要度に応 じ、総会決議 (特別決議>普通決議)>総代会決議 >理事会決議。
・総代は組合員から選出 し、総会の開催が物理的、経済的に困難な場合等に、総会に

代えて総代 (東卸では 86名 )会を開く。総代会は必置機関ではない。
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繁 47条 鍮時総会は、必要があるときは、定款の定めるところにより、しヽつでも擦集すること

ができる。

2組合員が総組合曇の五分の一 (

11● )111f))以上.の 同意を得て、会議の目的である事項及び招集の理由を記載した.書面

を理事会に提出して総会の招集を議求したときは、理事会|ま 、その議求のあつた固から

二十日以内に臨時総会を招集すべきことを決t′なけれ|まならない。

・ しかし、東卸の定款 53条では、「総会は、組合の解散、合併または事業の全部の譲渡に

限り、議決することができる」と定めており、中小企業等協同組合法 47条の手続きに拠

る総会請求を認めていない (???)。
・東卸の定款には、中小企業等協同組合法 42条の役員改選に関する規定もない。

(横員オ改∫ナ

筆 42条 縄合員|よ 、総組合最の五分の一 (これを下回る書1含 を定款で定ぬた場合にあっ

て1ま 、その割合)以上のi菫署をもつて、役彙σ)改選をi青求することができるも伸とし、十分

請求につき総会において出席者釣遍11数 の同意があつたときは、その講求に1熟 ふ織彙

|よ 、その職を失う.

2 曲理の規定による改選の講求1ま 、理事σ)全彙又|ま監事の奎桑に'1)い て、卜1露キにしな

ければならなしヽ。ただし、法令又.は 定款、観約、共済規程若 tノ〈iよ 火災共済規程仰欝薦壺
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理曲とt〆 て改選を講求するとき|ま .■の限りでない。

・東卸の定款は違法な定款 (別表)。 知事により認可されたこと自体が不可思議。
3.営業権の廃止等には補償が必要

(1)営業権とは

eblio辞書の説

晨年の営業j驚 動により生 l)た 無形fJD経 済鈎穆1益

進補償コンサルタント鶴の説

営業廃止勢補償を行つた際、「賞業権Jの補償を行う場合があります。ま営業縮」とは、
法人又は個人の事業者がその驚難舌難を遂行する_うュエ量主主登■ttQ霊盤塑菫菫止島血
盤主盤遷豊豊饉腫聾褒霞妊翫主盆どされていま弓゛
補震でいう     重酸贈襲肇から送塗に基歪史撞許又|ま許認可奎受盤I麗は述征豊議

叢虚盤銀量地重壼過上Ωと、    量 漱塑       量豊血
とがあります。

これら『営業権jを有する事業者において|ま、他の同程度の規模の同種事業者に比べ高しヽ
収益力を有する場合があり、こ勢二饉過収益力jが菫叢盤の癒鷺止な塑ますュ営業廃lLの補償
を行つた場合、この営業権から得られる超過収益は損失を受ける事になるため、補償の対象
となるのです。

実際の算定について∫ま、当該営業IF_が慣習とt′ て他の資産と|ま独立して取葛:対数となる
盛重盤五五■豊上豊旦2量二整ゴ餃駒幽艶理難豊(『正常な取製画格』資li爵償額と,L、 譲渡
性がないもめにつしヽては、超過純収益を資本還元 tノ て得た額を補償韻とします。

(2)築地仲卸業者は営業権を持つ

・築地仲卸業者は、知事の許可を受けて業務を行なっており (東京都中央卸売市場条例

第 24条 )、 そのうえ暖簾も伴つているから営業権を持つている。
・築地仲卸業は譲渡性を持つ (東京都中央卸売市場条例第 29条)か ら、その補償額は

市場価格に基づく。

(3)要綱に定められている営業権の補償
。新憲法では財産権の侵害について補償 しなければならないとされている (第 29条 )。

・公共事業に伴 う財産権の損失補償については「公共用地の取得に伴 う損失補償基準要

綱」が定められてお り、営業権の損失補償について次のように定められている。

第 31条 営業廃上の補償

第 32条 営業体止等の補償

第 33条 営業規模縮少の補償
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4.築地から豊洲への移転を決められるのはだれか

①仲卸業の豊洲移転を決められるのは営業権の権利者である各仲卸業者。権利者でな
い東卸が決められることではない。

② したがって、豊洲への移転についての東卸の総代会決議は、権利のない者が勝手に

声をあげた行為 (無権代理行為)に過ぎず、無効である。

③以上の①、②は「脱退自由の原則」に基づき組合員が脱退すれば、より明確になる。
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東京都知事 小池百合子様

2018年 6月 21日

築地市場営業/1t組合

共同代表   村本智義

宮原洋志

山ロタイ

築地市場の移転についてOrAt開質問状

本 国、私たちは築地市場の事業者の営業権を守るために、任意団体『築地市場営業権組合』を

設立いたしました。当該規約 とともに、謹んでその旨お届けするとともに、築地市場の移転に関
し、以下の通 り公開質問状を提出いたしま丸

よろしくお取 り計らいいただけますよう、お願いいたします。

貿 間項 目

1.伸卸業者の持つ権利に関して

公共事業に伴う財産権の侵害については「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」 (以下、「要
網」という)が定められており、要縄が昭和39年に制定されて以来、国交省監修『公共用地の取
得に伴う損失補償基準要綱の解説』 (以下、『解説』という)と いう解説書が出され、版を重ね
ている。

以下、要綱及び『解説』 (新装改訂版)に基づき、築地市場仲卸業者の豊洲移転と要綱の関係
について質問する。

Ql。築地市場の伸卸業者は、要網第31条(営業廃上の補償)で補償が必要とさおしている「営業の権

利」、いわゆる「営業権」を持つていると解されるが、如何か。 1

Q2.東京都中央卸売市場条例第29条及び第30条によれば、伸卸業者は事業の譲渡及び相続をする

ことができるとされているが、これらの規定は仲卸業者の持つ権利が「財産的価値の評価がで

き、取引の対象となり得る」 (注 l参照)権利であることを意味すると解されるが、如何か。

Q3.築地市場の伸卸業者が、豊洲移転に伴い営業廃止や営業体止や営業規模の縮小等を余儀なく

される場合、要綱第31条～第33条は適用されるのか。適用されないとすれば、その根拠は何
か 。 2

1『解説』には、第31条の解説において「営業権」について次のように記されている。
:|■ ■ 1■.::|■ .:●::11.111111,「 11■ 1

t, |

2『解説』に紹介されている第31条に関する裁決例は、 1通常廃業による補償が認められるもの

は、当該場所だけでなければ営業の継続が不能となるもの」と述べ、その例として「イ 法令等
に基づき許可等を必要とするもの」を挙げている。この記述は、「免許を受けた営業Jのみなら
ず「許可を受けた営業」もまた営業権に含まれることを示している。



2.東卸の総代金決議に関して

築地市場の豊洲移転に関しては、1998年 12月 に東京魚市場卸協同組合 (略称「東卸」)の臨時

総代会において「現在地 (築地)再整備」が可決されたものの、2014年 H月 14日 の東卸総代会に

おいて当時の伊藤淳一理事長が、1998年 12月 の臨時総代会の決議について「私のほうから自紙の

宣書をさせていただ く」と宣言 し、それが拍手で承認されたことが築地市場の卸売業が豊洲に移

転することの根拠とされている。3

総会決議や総代会決議は、協同組合 という法人の意思決定方式である。もしも、仲卸業の営業

権を持つ者が東卸ならば、東卸の意思決定方式たる総代会決議で、営業権の変更等を決議できる。
しかし、伸卸業の営業権を持つ者は、東卸でなく、個々の伸卸業者である。

にもかかわら武 総代会における「拍手による承認」が豊洲移転の法的根拠とされている点に関
し、以下、質問する。

Q4.仲卸業者の持つ営業権は個々の伸卸業者が持つ権利であり、東卸の持つ権利ではない。にも

かかわらずt築地の仲卸業の豊洲移転(営業権の変更ないし消滅)に関して、なぜ東卸の意思決定

が移転の法的根拠になるのか。

Q5.協同組合に関するあらゆる法律において「組合は組合員のために奉仕することを目的とす

る」旨、規定されている (東卸の根拠法である中小企業等協同組合法では第 5条第 2項)。

組合員に奉仕することを目的とするはずの東卸が「組合員 (仲卸業者)の権利」の侵害ない

し変更につながるような意思表示をしたにもかかわら式 なぜそれを豊洲移転の法的根拠とする
ことができるのか。

3.東卸の定款について

東卸の根拠法は中小企業等協同組合法である。

中小企業等協同組合法では、総会における議決事項 として第51条が、また特別決議事項 として

第3条が、それぞれ次のように規定されている。

(総合のユ義決■璃)

第轟
｀
1桑  次の事職まま、1窓 会のl義決を経なけオノlィ ;ぶな らない。

一 定款の変更

I 規約及び共済規繊又は大災共‐済規,lTの 設定、変更又 |よ 農 |ヒ

I「  毎車業年震の収支予欝及び
｀
事|‡:二十山の二liF又 は変更

罐1 組合の :子 会社のイ未it又 獄持分の全部又は一部のilミ濃 (次 のいずれにも該Jlす る
'場

合にお|ザ
´

る1裏澤主に限る。 )

イ )L議 :氣渡により漁り方t事株It`又 は持分覆1恨鋳イ|力懸が11譲組合の総費薄:親 とし
‐
ごi務省令

´
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3週刊金躍日 (2018年 1月 %日号)掲載の永尾俊彦氏の論稿を参照
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にもかかわら嗅 東卸の定款においては、総会の議決事項に関して、第53条で「組合の解散、合

併または事業の全部の譲渡に限り、議決することができる」とされているのみであり、中小企業

等組合法の規定に反して議決事項が著しく限定されている。

また、総会の招集請求に関しても、中小企業等協同組合法では、第47条第2項で「組合員が総組

合員の五分の一以上の同意を得て総会招集を請求したときは、理事会は臨時総会を招集すべきこ

とを決しなければならない」旨規定され、また、第42条で「組合員は、総組合員の五分の一 (こ

れを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合)以上の連署をもつて、役員の改選を

請求することができる」と規定されているにもかかわら武 東卸定款では、第54条で「総会は、前

条 (前掲第53条のこと)に掲げる事項を議決する必要があるときに限り、理事会の議決を経て、

理事長が招集する」 (括弧内引用者)と 規定されているだけであり、組合員の総会招集請求の権限

をまつたく認めていない。

以上の比較から明らかなように、東卸定款は、総会の議決事項に関しても、総会の招集請求に

関しても、中小企業等協同組合法の規定に反した違法な定款である。

東卸定款の違法性に関し、以下、質問する。

Q6.協同組合の定款に関しては、行政庁 (東京都下の協同組合の場合には都知事)の認可を必要

とするが、中小企業等協同組合法に反した違法な東卸定款をなぜ認可したのか。

以上の質問事項について本年7月 6日 までに文書にて回答するとともに、早急に私たち築地市場

営業権組合との意見交換・説明会の場を設けるようお願いいたします。

以 上


